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「企業会計原則」は会計原則か（ll）
竹　　下　　昌　　三
1．問題の呈示
2．記載方法に相当する規定
3．削除すべき自明な規定
4．原則に相当する規定（以上前号）
5．諸会計規則における一般原則（以下本号）
6．真実性の原則
7．日本とドイツの正規の簿記の原則
8．一般原則と貸借対照表原則の正規の簿記の原則
9．正規の簿記と複式簿記
5．諸会計規則における一般原則
　経済安定本部企業会計制度対策調査会は，昭和24年に企業会計原則ととも
に財務諸表準則を発表した。財務諸表準則の冒頭には「本準則は，企業会計
原則に基づき，商工業を営む株式会社に対する損益計算書，剰余金計算書，
剰余金処分計算書及び貸借対照表並びに営業報告書に記載すべき財務諸表附
属明細表の標準様式及び作成方法について定める。」と記してある。企業会計
原則と財務諸表準則は企業会計制度対策調査会という同一作者によって作成
された文書であるから，企業会計原則には会計原則が，財務諸表準則には財
務諸表の記載方法が述べてあるはずである。ところが前回において詳述した
ように，企業会計原則には，財務諸表準則と重複あるいは類似する財務諸表
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の記載方法が数多く規定されている。そこで出稿においてこれらの財務諸表
の記載方法を定めた条項を企業会計原則から削除し，残る条項の中から自明
な規定をさらに削除した。然る後に残る条項について，それらの文言が会計
原則として適切であるか否かを本稿において検討する。消去法によって残さ
れた条項の中から，本稿では一般原則の真実性の原則と正規の簿記の原則を
取り上げる。
　企業会計原則がすべての企業を対象として設定された会計処理と報告の基
準であるのに対して，より限定された企業については，いくつかの会計規則
が制定されている。企業会計原則の一般原則を検討するに当って，比較のた
めに，諸会計規則における一般的規定を示すと以下のとおりである。
　地方公営企業法施行令第9条の「会計の原則」は以下に示すように単一性
の原則を欠いているが，企業会計原則の一般原則に酷似している。
地方公営企業法施行令　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　（会計の原則）
第9条　地方公営企業は，その事業の財政状態及び経営成績に関して，真
　　　実な報告を提供しなければならない。
　2　地方公営企業は，その事業に関する取引について正規の簿記の原則
　　に従って正確な会計帳簿を作成しなければならない。
　3　地方公営企業は，資本取引と損益取引とを明確に区分しなければな
　　らない。
　4　地方公営企業は，その事業の財政状態及び経営成績に関する会計事
　　実を決算書その他の会計に関する書類に明りょう1こ表示しなければな
　　らない。
　5　地方公営企業は，その採用する会計処理の基準及び手続を毎事業年
　　度継続して行い，みだりに変更してはならない。
　6　地方公営企業は，その事業の財政に不利な影響を及ぼすおそれがあ
　　る事態にそなえて健全な会計処理をしなければならない。
　財務諸表規則，日本電信電話公社会計規程及びその他の会計規定の中にも，
以下に示すように企業会計原則の一般原則に類似する規定が設けてある。
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財務諸表規則
第5条　法の規定により提出される財務諸表の用語，様式及び作成方法は，
　　　次に掲げる基準に適合したものでなければならない。
　1　当該会社の財政状態及び経営成績に関する真実な内容を表示するこ
　　と。
　2　当該会社の利害関係人に対して，その財政及び経営の状況に関する
　　判断を誤らせないために必要な会計事実を明りょうに表示すること。
　3　当該会社が採用する会計処理の原則及び手続については，正当な理
　　由により変更を行う場合を除き，財務諸表を作成する各時期を通じ
　　て継続して適用されていること。
2　当該会社が採用する会計処理の原則及び手続について，変更が行わ
　れた場合には，その旨，変更の理由及び当該変更が財務諸表に与えてい
　る影響の内容を当該財務諸表に注記しなければならない。
第6条　法の規定により提出される貸借対照表，損益計算書及び利益金処
　分計算書又は損失金処理計算書の様式は，報告様式によるものとする。
第7条　財務諸表に記載すべき事項で同一の内容のものについては，財務
　諸表を作成する各時期を通じて，同一の表示方法を採用しなければなら
　ない。ただし，正当な理由がある場合には，この限りでない。
2　前項ただし書の規定により表示方法を変更した場合には，その旨及び
　その内容を当該財務諸表に注記しなければならない。
日本電信電話公社会計規程
　（計理の原則）
第3条　公社の会計の計理は，次の各号の原則に適合するものでなければ
　ならない。
　1　公社の財政状態及び経営成績に関して，真実な内容を明瞭に表示す
　　ること。
　2　すべての取引について，正規の簿記の原則に従って，正確な記帳整
　　理をすること。
　3　資本取引と損益取引とを区分計理すること。
　4　会計処理の方法及び手続を毎事業年度継続して適用し，みだりにこ
　　れを変更しないこと。
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地方鉄道業会計規則
第4条　地方鉄道業の会計は，次の各号の基準に適合するものでなければ
　ならない。
　1　経営成績及び財政状態について真実な内容を表示すること。
　2　すべての取引について，正規の簿記の原則に従って，正確な会計帳
　　簿を作成すること。
　3　資本取引と損益取引とを明確に区別すること。
　4　会計の整理について同一の方法を毎期継続して適用し，みだりにこ
　　れを変更しないこと。
　5　その他一般に公正妥当であると認められる会計の原則に従うこと。
銀行業経理基準
1縦埋処埋の原則
　（1）銀行の決算経理に当っては，次の原則に基づき，健全な処理をしな
　　ければならない。
　　（イ）真実1生，明瞭性及び継続性の原則を尊重し，これを適正に表示す
　　　ることにより，営業の実態を明らかにする。
　　（V）収益及び費用は，原則として，発生主義により正確に計算し，期
　　　間損益を明確にする。
　（2）諸償却並びに諸引当金及び諸準備金の繰入れは，商法その他の諸法
　　規及び次に定めるところによる。
電気事業会計規則
第2条　事業者は，次の各号の原則によってその会計を整理しなければな
　　　らない。
　1　財政状態および経営成績について真実な内容を表示すること。
　2　すべての取引について，正規の簿記の原則によって正確な会計帳簿
　　を作成すること。　　　　　　　　　　　1
　3　会計の整理について同一の方法を継続して適用し，みだりにこれを
　　変更しないこと。
　4　その他一般に公正妥当であると認められる会計の原則
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一般自動車運送業会計基準
第3条一般自動車運送事業者は，次に掲げる原則によってその会計を処
　　　理しなければならない。
　1　その事業の経営成績及び財政状態について，真実な内容を表示する
　　こと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　2　すべての取引につき，正規の簿記の原則に従い，正確な会計帳簿を
　　作成すること。
　3　その事業の経営及び財政の状況を正確に判断することができるよう
　　に必要な会計事実を明瞭に表示すること。’
　4　その他一般に公正妥当であると認められる会計の原則によること。
通運事業の財務諸表の様式を定める省令
1　次に掲げる会計原則によること。
　（1）その事業の経営成績及び財政状態について，真実な内容を表示する
　　こと。
　（2）すべての取引につき，正規の簿記の原則に従い，正確な会計帳簿を
　　作成すること。
　（3）その事業の経営及び財政の状況を正確に判断できるように必要な会
　　計事実を明瞭に表示すること。
　（4）その他一般に公正妥当であると認められる会計の原則によること。
海運企業財務諸表準則
第2条　財務諸表の用語，様式及び作成方法は，次の各号に掲げる基準に
　適合したものでなければならない。
　（1）経営成績及び財政状態に関する真実の内容を表示すること。
　（2＞利害関係人に対して経営及び財政の状況に関する判断を誤らせない
　　ために必要な会計事実を明瞭に表示すること。
　（3）会計処理の原則及び手続については，正当な理由により変更を行
　　う場合を除き，財務諸表を作成する各時期を通じて，継続して適用さ
　　れていること。
　（4）その他一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従うこと。
2　会計処理の原則及び手続について，変更が行われた場合には，その旨，
　変更の理由及び当該変更が財務諸表に与えている影響の内容を当該財務
　諸表の脚注に記載する。
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造船業財務諸表準則
第2条　財務諸表の用語，様式及び作成方法は，左に掲げる基準に適合す
　るようにするものとする。但し，第3号及び第4号に掲げる基準に適合
　できない正当な理由がある場合においては，このかぎりでない。
　（1）財政状態及び経営成績に関する真実の内容を表示すること。
　（2）利害関係人に対して財政及び経営の状況に関する判断を誤らせない
　　ために必要な会計事業を明りょうに表示すること。
　（3）会計処理の原則及び手続については，財務諸表を作成する各時期を
　　通じて継続して適用されていること。
　（4）その他運輸大臣が一般に公正妥当であると認める会計基準。
2　前項ただし書に該当一；一る場合においては，当該財務諸表にその旨及び
　理由並びに財務諸表に与える影響を注記するものとする。
公益法人会計基準
2　一般原則
　　公益法人は，次に掲げる原則に従って，予算書，会計帳簿及び計算書
　類（収支計算書，貸借対照表及び財産目録をいう。以下同じ）を作成し
　なければならない。　　　　　’
　（1）収入及び支出は，予算書に基づいて行わなければならない。
　（2）会計帳簿は，複式簿記の原則に従って正しく’記帳しなければならな
　　い。
　（3）計算書類は，会計帳簿に基づいて事業及び財務の状況に関する真実
　　な内容を明瞭に表示するものでなければならない。
　（4）会計処理の原則及び手続き並びに計算書類の表示方法は，毎事業年
　　度これを継続して適用し，みだりに変更してはならない。
学校法人会計基準
第2条　学校法人は，次に掲げる原則によって，会計処理を行い，計算
　書類を作成しなければならない。
　1　財政及び経営の状況について真実な内容を表示すること。
　2　すべての取引について，複式簿記の原則によって，正確な会計帳簿
　　を作成すること。
　3　財政及び経営の状況を正確に判断することができるように必要な会
　　計事実を明りょうに表示すること。
　4　採用する会計処理の原則及び手続並びに計算書類の表示方法につい
　　ては，毎会計年度継続し，みだりにこれを変更しないこと。
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日本国有鉄道会計規定
　（計理原則）
第4条　国有鉄道は，事業の経営成績及び財政状態を明らかにするため，
　収益及び費用の発生並びに資産，資本及び負債の増減異動を，その発生
　の事実に基いて計理する。
2　国有鉄道は，すべての会計取引にっき，正規の簿記の原則に従って，
　正確な記帳整理を行う。
3　国有鉄道は，会計取引のうち，資本取引と損益取引とをめいりょうに
　区分して計理する。
4　国有鉄道は，すべての収益及び費用を，その収入及び支出となるべき
　事実に基いて計上し，その発生した当該年度に正しく割り当てられるよ
　うに処理する。
　これらの各会計規則を，企業会計原則の一般原則における各原則毎に整理
して示すと，表1のとおりである。
表1　各会計規則別一般原則
真実性 正規の?@記
剰余金
ﾌ区別 明瞭性 継続性
保　守
蛛@義単一性 その他
公営企業 ?
?
○ ○
?
○
財務諸表規則
?
○ ○ ○
電電公社 ○ ○ ○ ○ ○地方鉄道 ○ ○ ○ ○銀　行　業 ○ ? ○ ○
電気事業 ○
?
○
自動車運送
? ?
○
運輸事業 ? ○ ○海運事業 ○ ○ ○造　船　業 ○ ? ○
公益法人 ? ○ ○ ○○学校法人 ? ○ ○ ○国有鉄道 ○ ? ○合　　計 12 7 4 10 10 1 0 6
　国有鉄道会計規程を除くすべての規則が，真実性の原則を規定している。
正規の簿記の原則，明瞭性の原則及び継続性の原則は殆どの規則に採用され
ている。保守主義の原則は地方公営企業法施行令において規定されているに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．過ぎない。単一性の原則を規定している規則は全くない。
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．特定事業の企業に対する会計規則が，企業会計原則を尊重して制定される
ならば，そのことを明示すれば充分であって，企業会計原則の一般原則を重
複して掲げる必要はないと思われる。しかし上述のように各規則は，企業会
計原則の一般原則を取捨選択した上で；「会計原則」「計理の原則」「経理処
理の原則」「財務諸表の作成基準」等の名稽を用いてこれらを取り入れてい
る。このことは，各会計規則の作成者が，企業会計原則の一般原則に対して
行った評価を反映したものと考えるごとができる。
6．真実性の原則
　日本国有鉄道会計規程を除く上述のすべての会計規則が，真実性の原則を
規定している。真実性の原則は極めて重要な原則として評価されている。そ
れでは真実性の原則にいう真実とは，いかなる内容のものであろうか。
　故山下勝治教授は「会計にお・ける真実性原則を支え，之を阪定する形式的
原則は正規の簿記の原則に求めることができ，実質的に之を支え，之を限定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Cl）するものとして継続性原則を考えることができる。」と解説された。ところが
黒沢　清教授は「企業会計原則において要求するところの真実性の原則は，
正規の簿記の原則から単一性の原則までの一般的会計諸原則の総括旧名構に
ほかならず，会計諸原則にしたがい作成された財務諸表をもって真実なもの
　　　　　　　　（2）とみなすのである。」と説明しておられる。黒沢教授のこの見解は，真実性の
原則の解釈において多くの人から支持されている。例えば番場嘉一郎教授
は「真実な報告とは何かといえば，会計処理が他の一般原則，損益計算書原
則ならびに貸借対照表原則に準拠して行われており，その会計処理にもとづ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）いて会計報告が報告原則に準拠して行われていることを指す。」といわれ，飯
（1）山下勝治『会計原則の理論』70ページ。
（2）黒沢　清『近代会計挙』改訂増補版，290ページ。
（3）番場嘉一郎’『詳説企業会計原則』，12ページ。
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野利夫教授は「真実性の原則は，企業会計原則におけるこの原則を除くすべ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）ての条項を遵守することを要請する原則である。」といわれ，中村　忠教授
は「他の六つの一般原則と損益計算書原則および貸借対照表原則は，ここに
いう真実性の内容を明確にするとともにその範囲を限定するもので，他の六
つの一般原則と損益計算書原則および貸借対照表原則が守られているときは，
　　　　　　　　　　　　　　　　（5）その財務諸表は真実だと解してよい。」といわれ，武田隆二教授は「真実性の
概念内容は目的依存的性格をもち，各時代における社会的・経済的環境条件
との関連で相対的に変化するものである。かかる目的依存的な真実性を具体
　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）的に支えるものが企業会計原則である。」といわれ，若杉　明教授は「企業会
計原則に規定されているすべての内容は，真実性をもった財務諸表の作成，
報告を指向した会計処理および報告に関する原則と手続とから成り立ってい
　（7）
る。」といわれる。
　真実性の原則は，一般原則の総括虚名稻に過ぎずその内容は，企業会計原
則のすべての条項によって明らかになるのであるから，真実性の原則それ自
体には内容はないことになる。真実性の原則は「企業会計は，真実な報告を
提供するものでなければならない」と規定されているので，この文言からは，
企業会計の機能は，報告のみであるかのように受け取れる。企業会計原則が，
すべての企業がその会計を処理するに当って従わなければならない基準であ
るなら，真実性の原則の文言は適当ではない。
　報告のみならず処理をも含み，かつ一般原則，損益計算書原則及び貸借対
照表原則によって真実性が確保されることを明らかにするには，ことさら真
実なる用語を用いることなく，次のように表現すべきである。
　「すべての企業は，以下に掲げる諸原則に従って，会計の処理及び報告を
（4）飯野利夫『財務会計論』37ページ。
（5）中村　忠『新版現代会計学』全訂版，191ページ。
（6）武田隆二『最新財務諸表論』88ページ。
（7）若杉　明『音差財務諸表論』52ページ。
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行わなければならない。」
　7．日本とドイツの正規の簿記の原則
　昭和23年12月2日に行われた企業会計制度対策調査会における企業会計原
則草案審議の速記録によると，黒沢　清教授は草案説明の中で「ドイツ商法
上の正規の簿記の原則とは，企業の会計帳簿及び貸借対照表は，正規の簿記
の原則に従って作成されなければならないという要求でありますが，これは
　　一．　．．．　｛1）本原則においても当然とり入れられるべきものと思います。」と説明された。
　飯塚　毅氏は企業会計原則草案審議の席にお』ける黒沢教授の発言を引用して，
「黒沢委員が行った『これは本原則においても当然とり入れられるべきもの
と思います。』との発言は，決定的に重大であると認められる。企業会計原
則草案の起案者が，ドイツ商法における『正規の簿記の原則』の概念を，
日本の企業会計原則に，当然にとり入れられるべきものである，と位置づけ
して説明したことの事実は，その後において，現実に，それが企業会計原則
の一般原則にとり入れられた事実と照合するとき『正規の簿記の原則』が，
ドイツ商法からの輸入概念であったという点は，もはや動かし得ない事実と
　　　　　　　（2｝なるからである。」と主張された。
　これに対して黒沢教授は「今頃になって企業会計制度調査会の速記録を孫
引きしてきて，黒沢は，企業会計原則の中にドイツ商法の『正規の簿記の諸
原則』をとりいれるべきであると主張したと非難する者がある。そもそもあ
の速記録は，その実文字通りの速記録ではなく，安本の葛原補佐その他数名
が，現場で各委員の意見を筆記して，上野会長が一応検閲した上で，r会計』
にその一部だけ公表したものである。なにか会計原則の創案のはじめに，重
大な誤謬をしたかのように，30年後に，はやし立てられるのは迷惑千万であ
（1）企業会計制度対策調査会速記録『会計』56巻5号，48ページ。
（2）飯塚　毅「正規の簿記，帳簿の証拠性（6）」『会計』116巻5号，124ページ。
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　〈3｝
る。」といわれ，また「正規の簿記の原則を強調しようという動機は，当初，す
なわち昭和24年中じめて企業会計原則を制定するにあたり，企業会計審議会
の初代会長，上野道輔博士が，一般原則のなかで，最も重要なものが，真実
性の原則と正規の簿記の原則の二つであることを強く主張されたという事実
　　　　　　｛4）
によっている。」と述べておられる。
　『会計』に掲載された速記録は正確なものではなく，正規の簿記の原則と
いう文言を取り入れたのは，故上野道輔博士の主張によるもので，黒沢教授
の本意ではなかったのであろうか。
　黒沢教授はある論文の中で次のように述べてお』られる。「ドイツ株式法第
149条の正規の簿記の諸原則は，第38条のそれからの演繹であって，本質的に
同一の原則を意味するものではあるが，最高規範たる正規の簿記の諸原則か
らの具体的展開を意味するものとして，論理的には区別されなければならな
い。第1に，それは財務諸表作成の基本原則である。第2に，それは財務諸
表明瞭性および概観性の原則である。第3に，それは財務諸表に関する重要
性の原則である。この解釈に従えば，第149条の『正規の簿記の諸原則』は，
企業会計原則における一般原則の第2『正規の簿記の原則』にほかならない
ことを知り得るであろう。わが国の企業会計原則における『正規の簿記の原
則』の意味は，これを要約すれば，第1に，それは財務諸表の作成に関する
基本原則である。第2に，それは合理的証拠の原則である。第3に，それは
重要性の原則である。このように解するならば，ドイツ法第1’49条の正規の簿
記の諸原則と，企業会計原則の正規の簿記の原則とが，本質的に同じである
という・ことをいっても差し支えないことはわかるが，そこに多少の差異がな
いわけではない。ドイツ法では，わが国にみられるごとき企業会計原則が，
成文的な形態で存在しないために，正規の簿記の諸原則の名で，法のなかに
（3）黒沢　清「史料日本の会計制度（13＞」『企業会計』32巻1号，76ページ。
（4）黒沢　清『新企業会計原則訳解』107ページ。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C5）明瞭性の原則，重要性の原則等を規定する方法がとられているからである。」
と。
　このように黒沢教授は「ドイツ株式法第149条の正規の簿記の諸原則は，企
業会計原則における一般原則の正規の簿記の原則にほかならない。ドイツ法
第149条の正規の簿記の諸原則と企業会計原則の正規の簿記の原則とが，本質
的に同じであるということをいっても差し支えない。」と述べておられる。で
はやはり第2原則の「正規の簿記の原則は，ドイツ株式法の正規の簿記の諸
原則」の観念を取り入れたもので，両者は同一のものであり，第2原則の「正
規の簿記の原則」は，ドイツ商法ないしドイツ株式法の「正規の簿記の諸原
則」に従って解釈すればよいのであろうか。
　正規の簿記の諸原則について故田中耕太郎博士は「ドイツ法に於て商業帳
簿の調整に関し　Grundsatze　ordungsmassiger　BuchtUhrung　即ち『正
規の簿記の諸原則』に従うべき旨を規定している（独商法38条独株式法129条）。
所で此の『正規の簿記の諸原則』なるものが果して何を意味するかは甚だ明
瞭を欠くのであるが，要するに立法者は企業者間に於て一般的に慣行せられ
ている実務上の原則なるものが存在しており，法は個々の重要点に関し自ら
規定を設ける場合を除いて単に白紙的規定を設け，細目を実務上の慣行に委
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）任しているものと認めなければならない。」と解説された。
　この故田中博士の白紙委任説に対し飯塚　毅氏は「西ドイツの法制を総合
的に調べてみると，商法それ自体としては，その第38条で，正規の簿記の諸
原則を商人の記帳義務履行上の準拠すべき規範だと宣明しながら，その諸原
則の主なる内容は，他の法律：又は法規範に具体化を委ねている体制となって
いるので，誰か日本の権威者が，ドイツの商法典だけを調べて，そこで探求
の歩みをストップして『具体的条文はないそ，白紙委任だ』と叫ぶと，学者
（5）黒沢　清「企業経理自由の原則」『会計』97巻1号，6～8ページ。
（6）田中耕太郎『貸借対照表法の論理』36ページ。
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の美徳としで，先輩大学者の顔を立てる慣習上し犬虚に吠えれば万犬実を
伝う』という珍現象が出てきてしま’ ､。」と慨嘆され「正規の簿記の諸原則の
概念は，歴史的な発展過程を辿る一般に認められた慣行としての諸原則の集
合概念である，との事実に関する一面と，実定法規範体系として観念される
諸原則の法律上の集合概念である，との一面と，諸原則の要求する諸条件を
具備したときは，税務官公署が，これによる所得計算の是認義務を負わされ
ている，別言すれば，会計帳簿に証拠価値を認めた原則であるとの一面，の
　　　　　　　　　　　（7）三面から成り立っている。」と解説されている。
　この飯塚氏の主張に対して，黒沢教授は「飯塚論文は，多くの会計学者の
盲点をついたものとして，評価するに足るものがある。ただ次の点は，この
際はっきりさせておきたい。企業会計原則め『正規の簿記の原則』が，言葉
の類似性にもかかわらず，ドイツ商法38条をそのままうのみにしたものでも
なければ，いわんや田中博士の包括的委任説を容認したものでないことは，
　　　　　　　　　　　　　　　　（8）終始私の主張してきたところである。」と反論された。黒沢教授はさらに「企
業会計原則を公表した30年前から，すでに私が指摘しているように，会計原
則の正規の簿記の原則は，ドイツ商法38条の正規の簿記の諸原則の訳語では
ない。本質的には，まったく別個のものである。言葉そのものは，当時の会
長上野道輔博士の主張をいれて，ドイツ風に表現したけれども，内容そのも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛9）のは，むしろイギリス会社法の正確な会計帳簿の規定に類するものであった。」
と断定しておられる。では黒沢教授は30年前からどのように主張してこられ
たのであろうか。黒沢教授は『近代会計学』　（昭和26年11月第1刷）の中で故
田中博士の白紙規定説を検討された上で「かように，ドイツ法上の『正規の
簿記の諸原則』は，法律的に何ら定義づけられない白紙的規定であって，会計
（7）飯塚　毅「正規の簿記，帳簿の証拠性（3）」『会計』116巻2号，89～90ページ及び93
　　ページ。
（8）黒沢　清「編集後記」『会計』116巻2号，192ページ。
（9）黒沢　清「編集後記」『会計』1ユ6巻3号，192ページ。
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実務への法の包括的委任を意味するに過ぎないことがあきらかになった。こ
れに対して企業会計原則における『正規の簿記の原則』は，一義的な具体的
な意味をもっている。第！にそれは真実性の原則を根拠づける原則である。
この点でこの原則はイギリス会社法の真実公正の原則にむしろ合致するもの
ということができる。第2に正規の簿記の原則は，貸借対照表（並びに損益
計算書）の作成の基本原則であることである。こめ点では，ドイツ株式法も，
イギリス会社法も一致している。誘導法は，正規の簿記の手続にもとづいて，
歴史的会計記録から，貸借対照表を作成する方法である。第3に正規の簿記
の原則は，重要性の原則と密接に結びついて，真実な報告の原則の根拠をな
　　　　（10）している。」と説いておられる。黒沢教授はその後ドイツ株式法にも「正規の
簿記の諸原則」が規定されるにいたったから，今日ではこれを多少修正する
必要が生じたとして，次のように説明しておられる。「ドイツ法の正規の簿記
の諸原則は，包括規定であるが，これに対して，わが国の正規の簿記の原則
は具体的規定である。田中博士のいう白紙規定が，わたくしのいう包括規定
にほかならない。私見によればドイツ法にいわゆる正規の簿記の諸原則は，
われわれの用語にしたがえば，『一般に公正妥当と認められる企業会計の基
　　　　　（11）準』である。」と。黒沢教授はこの論文では「ドイツ法の正規の簿記の諸原
則」と述べておられるのではっきりしないが，第38条を引用しておられるの
で，黒沢教授の主旨は，ドイツ商法38条の正規の簿記の諸原則は包括規定で
あって，わが国の正規の簿記の原則は具体的規定であり両者は異なるという
ことであろうから，それは「近代会計学」で述べられたことと同じであろう。
　黒沢教授はある論文では「ドイツ株式法第149条の正規の簿記の諸原則は，
企業会計原則における一般原則の正規の簿記の原則にほかならない。ドイツ
法第149条ゐ正規の簿記の諸原則と企業会計原則の正規の簿記の原則とが本
（10）黒沢　清『近代会計学』286～290ページ。
（11）黒沢　清「正規の簿記の諸原則」『税経セミナー』1970年1月号，2～4ページ。
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質的に同じであるといっても差し支えない。」（「企業経理自由の原則」）と述
べられ，あるときには「企業会計原則の正規の簿記の原則は，ドイツ商法38
条の正規の簿記の諸原則の訳語ではない。本質的には，まったく別個のもの
である。」（『会計』編集後記）といわれる。
　ドイツ商法38条及びドイツ株式法149条と企業会計原則の第2原則を比
較のために示すと次のとおりである。
ドイツ商法第38条
「すべての商人は，帳簿を備え，これに正規の簿記の諸原則に従って営業
取引およびその財産状態を記載することを要す。」（lx
ドイツ株式法第149条
「年度決算書は，正規の簿記の原則に適合しなければならない。この決算
書は，明瞭かつ一目瞭然に作成しなければならず，かつ評価規定の範囲内
にお・いて会社の財産状態および収益状態をできる限り確実に一覧しうるも
のでなければならない。」（13）
企業会計原則一般原則第2原則　　　　　　　　　、一
「企業会計は，すべての取引につき，正規の簿記の原則に従って，正確な
会計帳簿を作成しなければならない。」
　ドイツ商法38条及びドイツ株式法149条と企業会計原則一般原則の第2
原則の文言を比較すると，149条の正規の簿記の諸原則と企業会計原則の正
規の簿記の原則とは本質的に同じであって第38条の正規の簿記の諸原則と企
（12）黒沢教授の訳に．よる。黒沢　清，前掲論文，2ページ。
（13）八木教授他の訳による。八木　弘，河本一郎，正亀慶介「ドイツ株式法訳（4＞」『神戸
　　法学雑誌』16ig　4号，842ページ。
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業会計原則の正規の簿記の原則とは本質的には全く別個のものであるといわ
れる黒沢教授の解釈は，理解を越えるものである。38条は帳簿作成に関する
条文であり，149条は決算書作成に関する条文である。企業会計原則の正規の
簿記の原則も，文言は会計帳簿の作成を要求している。類似しているのはむ
しろ38条と企業会計原則一般原則の第2原則である。
　黒沢教授は別の著書の中で，ドイツ商法38条の正規の簿記の諸原則と，企
業会計原則の正規の簿記の原則とを比較して説明ざれた後に「上述のように，
ドイツ商法38条の正規の簿記の諸原則と，われわれの正規の簿記の原則の差
異を指摘しておきましたが，今日では何回かの改正を経で，両老の間には，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14＞それほどの差異がなくなりつつあります。」と述べておられる。・
　30年以上にわたって，企業会計原則の正規の簿記の原則とドイツ商法38条
やドイツ株式法149条の正規の簿記の諸原則の相違を何故議論し続けねばなら
なかったのであろうか。それは全く「正規の簿記の原則」というわが国で
は用いられていなかった用語を使用したからである。第2原則の正規の簿記
の原則は，黒沢教授の解説によれば，第1に正確な会計帳簿によって財務諸
表の真実性が保証されること，第2に財務諸表は正確な会計帳簿に基づいて
誘導法によって作成されなければならないこと，第3にそれは重要性の原則
を含んでいること，ということになるから，その中心となるのは第2であり，
要するに正確な会計帳簿に基づく誘導法による財務諸表の作成を要求する原
則であるということになる。
　故佐藤孝一教授は「元来『正規の簿記の原則』というドイツ流の表現を導
入したこと自体にも問題があるのであって，別の適切な文言によった方が，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ISむしろ妥当ではないかと考えられるのである。」と主張された。
　「正規の簿記の原則」の文言は，故佐藤孝一教授によれば，最初の案では
（14）黒沢　清・若杉　明『新企業会計原則詳論』27ページ。
（15）佐藤孝一「正規の簿記の原則一我国とドイツの見解比較一」『産業経理』17巻10号，
　　23ページ。
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「企業会計はすべての取引につき，その発生に従って秩序整然と正確な記録
を作り，これに基づいて処理しなければならない。」とされていた。ところが
調査会の討議の過程において一一部論者の主張に従い「正規の簿記の原則」な
る用語が採り入れられて改められた。それはドイツ流会計学の残臭を少しで
も温存しておきたいと希望する一部のドイツ流会計学者の全く感傷的精神の
　　　　　　　　　　　　　　（IS所産であったとのことである。
　黒沢教授が解説される正規の簿記の原則の内容を適確に表現するには，現
行の文言より最初の草案の文言の方が妥当であろう。
8．一般原則と貸借対照表原則の正規の簿記の原則
　正規の簿記の原則という用語は，一般原則の第2原則において用いられて
いるばかりでなく，貸借対照表原則の中でも用いられている。
　24年の原則では貸借対照表原則1Aの第2項に「正規の簿記の原則及び減
価償却方法に従って処理された場合に生じた簿外資産は，貸借対照表の記慮
外におくことができる。」と規定されていた。29年の修正において上述の文言
の中から「…及び減価償却方法…」が削除され，以下に示す注解11が設けら
れた。
【注11】簿外資産及び簿外負債について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（貸借対購表原則1のAの2項）
　貸借対照表完全性の原則によれば，決算日において企業の所有するすべ
ての資産並びに企業の債務に属するすべての負債は，貸借対照表に記載さ
れなければならないが，正規の簿記の原則に従って処理された場合に生ず
ることのある簿外資産は，その例外として認められる。負債については，
貸借対照表完全性の原則の例外は認められないから，簿外負債を設ける余
地は生じない。
（16）佐藤孝一「正規の簿記の原則j『会計検査と監査』1巻9号，13ページ。
一81一
82
　通常，簿外資産が生ずる場合を例示すれば，次のとおりである。
（1＞消耗品，消耗工具器具備品その他の貯蔵品等の期中払出高を費用とし
　て処理する会計方法を継続的に採用している場合に生ずる簿外資産
（2）総合償却法を採用している場合，特定の資産の帳簿価額が零となった
　場合に生ずる簿外資産
　貸借対照表原則1Aの2項について黒沢教授は「完全性の原則に従えば貸
借対照表の記載に関する完全性を要求するが，一般に認められた会計原則に
従って計理し，ている場合に生じた簿外資産を，再評価して再び貸借対照表に
記載しなければならないものとは主張しないのである。資本金1億円の会社
にとって5，000円の文房具は，これを当期の損益計算書に費用として計上し，
貸借対照表に資産として記載しないとしても，その計理方法が継続性を保つ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）ている限り，正規の簿記の原則に違反するものと認める必要はない。」と解
説しておられる。黒沢教授は，ここでは「正規の簿記の原則」を「一般に認
められた会計原則」と同じ意味に使っておられる。正規の簿記の原則につい
ての，このような用い方は「税法と企業会計原則との調整に関する意見書」
にも見られる。同意見書には「正規の簿記の原則を構成するところの一般に
認められた会計諸基準こそ，企業の所得決定の原則として基本をなすもので
ある。」（総論第1の1発生主義の原則の適用）と述べてある。貸借対照表原則1A
の2項や注解11における「正規の簿記の原則に従って処理された場合に生じ
た簿外資産」という表現は，資産として処理するか，費用に計上して簿外資
産として処理するかの判断を適切に行使することが，正規の簿記の原則であ
るという印象を与える。従って黒沢教授も，税法調整意見書も，正規の簿記
の原則即企業会計原則という考え方を示したのであろう。一般原則第2原則
の正規の簿記の原則と，貸借対照表原則1A2項及び注解11の正規の簿記の
原則とは同じものなのか異なるのか明瞭でない。
（1）黒沢　清「企業会計原則訳解」黒沢　清高『解説企業会計原則』103ページ。
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　注解11について江村　稔教授は「一般原則の第2には，正規の簿記の原則
なる字句が用いられてお・り，ある特定の意味が与えられている。この意味と
ここにいわれている正規の簿記の原則の意味の差同は，われわれの深い興昧
の対象となるのであるが，この注解はこうした問題に触れることなしに簿外
資産という問題に限って考え，簿外資産の存在を認めることができる正規の
場合の簿記方法を考え，二つの例をあげたのである。注解が正規の簿記の原
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2則の内容を，これによって規定するものでないことを申し添えておきたい。」
と解説しておられる。注解は本文の解釈上疑義のある点について解釈を明ら
かにするものであるが，その注解のさらに解説によっても，正規の簿記の原
則の内容ははっきりしない。黒沢教授は座談会において「正規の簿記の原則
という概念についてはいろいろな解釈が可能なので，例示的に注解しておか
なくては意味が徹底しないのではないかというので，今申し上げたような二
　　　　　　　　　　　　　　（3）っの例示を設けたわけなんです。」と発言された。黒沢教授も正規の簿記の原
則の概念についてはいろいろな解釈が可能なことは認めておられる。いろい
ろな解釈が可能であるから，その概念は，はっきりしないということになる。
飯野利夫教授は「記帳，会計処理及び報告のそれぞれについて，それぞれ別
個の原則を想定し，そのうち記帳に関するものだけを正規の簿記の原則と名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）づけて，他のものをこのなかに調えない方がより論理的である。」と主張して
おられる。
　昭和44年8月に大蔵省証券局幹事試案として，企業会計原則修正案が発表
されたときは，貸借対照表原則1の「貸借対照表の本質」という見出しは，
「総則」に改められ「正規の簿記の原則に従って」という1A2項は削除さ
（2）江村　稔「貸借対照表に関する注解とその問題点」『企業会計』6巻8号，47～48ペ
　　ージ。
（3）黒沢　清他「会計原則の修正と注解を検討する」『企業会計』6巻9号，31ページ。
（4）飯野利夫「正規の簿記の原則とは何か一企業会計審議会の解釈批判一J『産業経理』
　　14巻9号，39ページ。
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れた。昭和44年12月に発表された修正案では1A2項はそのままの文言で1
のただし書きとして復活した。注解11は幹事試案においても修正案において
も形を変えて注解1となった。しかし幹事試案の注解1と修正案の注解1と
の間には大きな変化が認められる。幹事試案においては「比較的重要性の乏
しい項目については，本来の厳密な会計処理に’ 謔轤ﾈいで他の簡便な方法に
よることが許される。」と述べてあったが，修正案では「重要性の乏しいもの
については，本来の厳密な会計処理によらないで他の簡便な方法によること
も正規の簿記の原則に従った処理として認められる。」に改められた。
　一般原則の正規の簿記の原則については，発表された幹事試案にはなんら
の修正もないが，幹事試案作成の過程において，第1次試案では「正規の簿
記の原則に従って」という表現はあいまいであるところがら，これが「信頼
しうる証拠に基づいて」と改められた。その後の審議で手直しが行われ幹事
試案ではもとどおりになった。幹事試案において一般原則は，継続性の原則
　　　　　　　　　　　　　　　屯以外は修正されなかった。
　幹事試案と修正案を比較すると，企業会計原則の文言の中には「正規の簿
記の原則」という用語を残こしておかなければならない，これを削除するこ
とには断固として反対するという強固な意志が働いていることがわかる。
　幹事試案について黒沢教授は次のように述べておられる。「真実性の原則そ
の他については，企業会計原則の中にそれらの言葉を明記することを意図的
に避けたのであるが，正規の簿記の原則だけは，かえってこれを明記してお
く必要があると判断したのである。はたせるかな，後年すなわち昭和44年12
月『企業会計原則修正案』なるものが，第1小委員会によって作成された際
『正規の簿記の原則』は，その文言が必ずしも明確とはいい難iいなどと主張
する者が生じ，関係者の中には，第2原則を削除しようとか，文言を修正し
ようとか企てる者さえ出てきたのである。私はいわゆる『修正案』は，商法
と企業会計原則との調整をはかるという目的のためにだけ作られた草案に過
ぎないのであるから『一般原則は，絶対に修正すべきでないこと』ならびに
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『損益計算書原則および貸借対照表原則については，本文はそのまま存置し
て，単に注解の方法によって，商法の計算規定との調整をはかるべきである
こと』を強く要請しておいたのであった。それは会計原則そのものが，いろ
いろな利害関係の妥協の具に供されないようにとの配慮によるものである。し
かるに『修正案』では一般原則についても，一部を修正しさらに若干の注解
を付し，しかも進んで一般原則そのものを見直して思い切って修正すべきで
あるというごとき乱暴な意見さえもが，一部の者から出されたのであった。
上野会長が，正規の簿記の原則を強調された理由などは，これらの者によっ
てまったく理解されなかったことは，甚だ遺憾であった。一般原則を一部の
者の思いつきで，手軽に修正できるかのように考えることは，企業会計原則
　　　　　　　　　　　　　　　　｛5＞への信頼性を低下させる原因となる。」と。
　黒沢教授を憤激させるような「正規の簿記の原則」という用語の削除がな
ぜ一部の者によって企てられたのであろうか。貸借文寸感表原則lAの2項が
削除された幹事試案が発表された直後に黒沢教授は「現行の企業会計原則で
は，第3の1のAは明快にディスク面心ジユアーの大原則と，その例外を許
容する貸借対照表上の『正規の簿記の原則』を指示したものである。どうし
てこのような重要な貸借対照表原則を閑却しようとするのであろうか。疑問
とせざるを得ない。私はこう思う。修正案はその大義名文の上に立ち，これ
を逸脱すべきではない。すなわち修正の動機及び目的の範囲内に，今回の修
正事項を限定し，企業会計原則を改正しようという大きな作業は，第1部会
が総力を投入してもっと慎重に行うべきだと思う。民主的に研究会が中間発
表するのは非常に結構であるが，民主的というのは，中間発表することによ
って，研究会の段階で作ったものを，世論に訴えて，亡き取りしょうとする
ものではないだろうと思う審議会の委員が疎外されている状況のもとでは，
外に向って民主的であっても，内部においては民主的であるということはで
（5）黒沢　清『新企業会計原則訳解』107～108ページ。
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　　　　　　（6）きないと思う。」と述べて，第1部会長を番場嘉一郎教授に譲って会長専任と
なり，第1部会の小委員会や研究会に出席しなくなった間に「正規の簿記の
原則」に手が付けられたことを激しく非難しておられる。黒沢教授は，継続
性の原則に関連して「中村　忠氏によって代表されている観のある研究会の
諸氏も会計学者としては，このことは十二分に御承知になっておられるので
　　　｛7）あろう。」と述べておられるから「故上野会長が，正規の簿記の原則を強調さ
れた理由をまったく理解ぜず，思いつきで，手軽に一般原則を修正できるか
のように考えた一部の者」の中には中村　忠教授が含まれていることになる。
　幹事試案の注解1で削除していた「正規の簿記の原剴」という用語を修正
案の注解1が復活させて「他の簡便な方法によることも，正規の簿記の原則
に従った処理として認められる。」と表現したことについて，中村　忠教授は
「これは正規の簿記の原則が会計処理の原則であること，そして重要性の原
則はその一部であることを明言したものである。かくて昭和29年の修正以来
問題となってきた正規の簿記の原則の解釈は，エスカレートされたものをよ
り明確化するという形で固められたわけである。つまり正規の簿記の原則は，
オールマイティともいえる会計処理の原則の地位を与えられたのである。第
1次修正案の原案作成の段階では，それとは逆に，正規の簿記の原則を会計
記録の原則に限定すべきだという意見の方が強かったのであるが，ついに日
の目を見るにいたらなかった。もともとが用語だけをドイツから借りてきた
内容のはっきりしない原則なので，その中にどんな中身を入れるかについて
は，会計学者の中でもそれほどしっかりした学説はない。だから有力学者が，
この原則の中身はこれだと就く主張すれば，他の人は疑問を感じながらも受
けいれざるを得ない。・しかし疑問は依然として解消されないのであるから，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）やがては再検討される時期がくるであろう。」と述べておられる。
（6＞黒沢
（7）黒沢
（8）中村
清「企業会計原則修正試案の検討」『産業経理』29巻10号，98ページ。
清，前掲論文，92ページ。
忠「正規の簿記の原則と重要性の原則」『産業経理』29巻12号，28ページ。
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　一般原則の正規の簿記の原則についての黒沢教授の解釈の要点は，上述の
ように結局正確な会計帳簿に基づいて財務諸表を作成せよという原則である
というにつきる。黒沢教授は正規の簿記の原則の意味を解説されるときは，
財産目録法と誘導法の相違を延延として懇切丁寧に説明される。（例えば『近代
会計学』288～290ページ，『新企業会計原則訳解』110～113ページ。）その真意は，
財産目録法によってではなく，誘導法によって財務諸表が作成されねばなら
ぬことを，この原則が要求していると強調しておられるのであろう。誘導法
による財務諸表の作成は，当然に正確な会計帳簿の存在が前提となる。従っ
ていかにして正確な会計帳簿を作成するかが問題となる。すべての取引を漏
らすことなく帳簿に記録し，計算し，整理するには，記録計算に関する複式
簿記の法則とともに，取引についての判断の行使，慣習的方法の選択が必要
になる。正確な会計帳簿を作成するという場合に，記録に先行する判断の行使
や慣習の選択つまり処理をも含めてしまえば，一般に認められた会計原則に従
って正確な会計帳簿を作成せよということになり「一般に認められた会計原
則」という代りに「正規の簿記の原則」と表現すれば，正規の簿記の原則一っあ
れば，会計処理の諸原則はすべて，正規の簿記の原則の中に包含されてしま
い，会計原則としては報告の諸原則だけを示せばよいことになってしまう。
　簿記を記帳に関する法則に限定せず，記帳に先行する判断や慣習的：方法の
選択をも含むものとして，公表したものが，経済安定本部企業会計審議会か
ら発表された「中小企業簿記要領」である。この要領の序章の中には，
　2．中小企業簿記が従わねばならぬ一般原則として以下のように述べてあ
る。
中小企業簿記要領
2　中小企業が従わねばならぬ一般原則
（1）簿記は，事業の資産，負債及び資本の増減に関するすべての取引にっ
　き，正規の簿記の原則に従って正確な会計帳簿を作成するものでなけれ
　ばならない。
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（2）簿記は，事業の財政状態及び経営成績に関して真実な報告を提供する
　ものでなければならない。
（3）簿記は，財務諸表により，利害関係人に対して必要な会計事実を明瞭
　に表示し，事業の状況に関する判断を誤らせないようにしなければなら
　ない。
（4）簿記は，事業に関する取引を明瞭に記録するものとし，家計と区別し
　て整理しなければならない。
（5）簿記は，一たん定めた会計処理の方法を継続して適用し，みだりに変
　更してはならない。
（6）仕入，売上等重要なる費用及び収益は，その支出及び収入にも』とずい
　て計上し，その発生した期間に正しく割当てられるように処理しなけれ
　ばならない。
（7）簿記は，前各号の要請をみたす限り，会計処理の方法及び帳簿組織を
　できるだけ簡単平易ならしめ，記帳の能率化，記帳負担の軽減をはから
　なければならない。
　この「要領」によれば，正規の簿記の原則は，継続性の原則，発生主義の
原則を含む正確な帳簿作成の原則であるばかりでなく，財務諸表による明瞭
表示の原則をも含むことになる。会計処理の諸原則を具体的に示さなければ
会計原則を文書として公表する意味がないから，正規の簿記の原則は，財務
諸表作成の前提として，正確な会計帳簿が必要なことを宣言すれば足りる。
　一回原則の修正について黒沢教授は「一般原則の第2原則の正規の簿記の
原則を修正しようとしたり，第3原則を削除したりしようとする無謀の企て
も，一時はあったようであるが，一応思いとどまったらしいことは，健全な
醗のために祝福とまでは行力蜘・が不幸中の軒あ。た馳述べておられ
る。
　昭和29年7月に公表された部分修正の前文によれば，注解は，本文の中の
重要な項目について，その意義適用の範囲等に関し，解釈上疑義のある点
について解釈を明らかにするために作成されたものである。本文に手をつけ
（9）黒沢　清「企業会計原則修正試案の検討」『産業経理』29巻10号，94ページ。
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ないで，注解だけを修正すれば，本文と注解が矛盾し，解釈上の疑義が一層
深まるであろう。その好例は，注解2である。第3原則を削除しようという
無謀の企てを，黒沢教授のいわれる健全な理性を維持して，思いとどまって，
旧注解8を削除し新注解2を作成したため，企業会計原則にお・ける資本剰余
金とはいかなるものか，まったくわけがわからなくなった。
9．正規の簿記と複式簿記
　「正規の簿記の原則」という場合の正規の簿記とはいかなる簿記を指すの
であろうか。所得税法施行規則57条には以下に示すように「正規の簿記の原
則」という文言が用いられているが，法人税法施行規則第53条には「複式簿
記の原則」という文言が用いられている。
所得税法施行規則
（取引の記録等）
第57条　青色申告者は，・青色申告書を提出することができる年分の不動産
　所得の金額，事業所得の金額及び山林所得の金額が正確に計算できるよ
　うに次の各号に掲げる資産，負債及び資本に影響を及ぼす一切の取引（以
　下この節にお・いて「取引」という。）を正規の簿記の原則に従い，整然と，
　かつ，明りょう記録し，その記録に基づき，貸借対照表及び損益計算書
　を作成しなければならない。
法人税施行規則
（青色申告法人の決算）
第53条　法第121条第1項（青色申告）の承認を受けている法人（以下この
　章において「青色申告法人」という。）は，その資産，負債及び資本に
　影響を及ぼす一切の取引につき，複式簿記の原則に従い，整然と，かっ，
　明りょうに記録し，その記録に基づいて決算を行わなければならない。
法人税法施行規則53条を読めば誰でもその意味を容易に理解することがで
きる。しかし所得税法施行規則第57条を読む者は，正規の簿記の原則とはい
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かなる簿記であるのか，いかなる簿記に基づいて，貸借対照表及び損益計算
書を作成すればよいのかについて途惑うであろう。
　シャウプ使節団の来日と前後して，日本税制の改革のため大蔵省に税制審
議会が設置され，企業会計制度対策調査会を代表して黒沢　清教授が委員に
なられた。黒沢教授は，税法の中に「正規の簿記の原則」を導入するため，
当時の所得税課長と連日のように協議された。当時の状況を黒沢教授は次の
ように述べておられる。「法人税法の側は『正規の簿記の原則』を『複式簿記
の原則』と解釈し，すんなりと受けとめてしまった。この受けとめ方は，実
はわれわれの真意にすこしそわない点があったけれども，連日の論戦に疲労
していた私は，それでもよいと妥協してしまい，その旨を上野会長に報告し
た。法人税法の側では，青色申告法人は，当然複式簿記の原則をとるべきで
あるという強い主張を固持した。所得税の納税者は，事業所得の納税者ばか
りでなく，不動産所得，山林所得等の納税者を含む。一律に複式簿記の原則
を強制することは無理であるとの判断に立ったもののようである。しかしな
がら，複式簿記は強制しないとしても，税法の見地では，いやしくも青色申
告者の会計帳簿および決算書類は，複式簿記と同じ効果をもつ正規の簿記に
準拠しなければならないという主張を崩さなかっ1セ。このようにみてくると，
所得税法では『正規の簿記の原則』といい，法人税法では『複式簿記の原則』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）と称しても，実質的にはあまり差がないというよりは殆ど同じである。」と。
　黒沢教授が述べられた経緯：によって所得税法上の見地から，複式簿記と同
じ効果を持つ正規の簿記を具体的に明らかにする必要が生じた。黒沢教授は，
経済面定本部企業会計基準審議会が「中小企業簿記要領」を制定公表するに至
った経過を次のように明らかにしておられる。「中小企業の場合には『正規の
簿記』の税法上の要求に答えるため・には，大企業の場合のような完備した会
計システムを強制することは困難であるから『正規の簿記』の要請を，最小
（1）黒沢　清「史料：日本の会計制度（13）J『企業会計』32巻1号，75～78ページ。　’
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限度において満足すべき簿記のシステムを範例として公表する必要があると
いう結論が生まれた。そこで租税当局側の要望もあって企業会計基準審議会
は『中小企業の正規の簿記の範例』を作成することを引受けた。それが中小
　　　　　　　　　　　　　　｛2）企業簿記要領にほかならない。」と。
　この「中小企業簿記要領」には，先に引用した「中小企業簿記が従わねば
ならぬ一般原則」に引続いて，以下に示す「中小企業簿記要領の特微」が列
記してある。
3　中小企業簿記要領の特微
　この要領は，前項の一般原則にもとづき，中小商工業者の記帳の実情を
深く考慮して定めたものであって，おおむね左の点を特徴とする。
　（1）記帳者が複式簿記の知織なくして容易に記帳できるように，通常の
　　複式簿記の採用する手続，とくにすべての取引を勘定の借方貸方に仕
　　訳すること並びに総勘定元帳に転記することを省略する。
　（2＞原則として現金出納帳を中軸として他の関係帳簿との間に複式の組
　　織を確立し，現金収支を基礎として記帳の照合試算を可能ならしめ，
　　以て複式簿記の原理とその効果を実現する。
　（3）簡単な業種においては，現金出納帳の多桁方式を発展せしめた日計
　　表の方式を採用し，これに若干の補助明細簿を配することによって，
　　完全な記帳を行うことができるものとする。
　（4）帳簿組織全体として，たんに現金収支だけでなく資産，負債及び資
　　本に関するすべての取引を記帳し，決算諸表を作成しうるごとき体系
　　的帳簿組織とする。
　（5）帳簿の記入は，証ひょう書類又は伝票その他の原始記録にもとずい
　　て正確に行われ，帳簿の記入の真実なることがこれら原始記録によっ
　　て確証されうるものとする。
　すべての取引が，入金伝票，出金伝票，売上伝票，メモまたは雑記帳によ
って，現金串納帳，当座預金出納帳，仕入帳，買掛帳，賃金計算帳，給料計
算帳，外注工賃記入帳，経費明細表，売上帳，売掛帳に記入され，月末には
（2）黒沢　清，前掲論文，77～78ページ。
一　91
92
月末収支総括表が作成される。債権債務記入帳及び固定資産台帳も作成され
る。
　決算は，月末収支総括表，棚卸表，債権債務記入帳，固定資産台帳及び前
期末貸借対照表に基づいて，表2，表3に示す貸借対照表及び損益計算書を
作成することによって行われる。
2?
????
?????
循　　th　文・　貝賀　表 編?????3??? 益計 書
自昭和　　年1月1日
至　　　　12月31日
昭和　　年12月31日現在
資　　　　産 金 額 負　　　　債 金 額
P門　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Aｻ　　　　　笠 み　　　　』r　　　　ず　　　　卯’ｶ　仏　干　形
諸　預　金 買　掛　金
受取手形 未払費用
売　掛　金 前　受　金
貸　付　金 預　　り　金
前払費用 借　入　金
前　払　金 元　入　金
商　　　　品 当年利益金
原　　　　料
仕　掛　　品
半　製　品
製　　　　品
工具器具備品
車りょう運搬具
船　　　　舶
機械装置
構　築　物
建　　　　物
土　　　　地
建設仮勘定
権　利　金
（当年欠損金）
合　　　　計 合　　　　計
??????????????????????????????? ??????????????????????????
? ?????????
???? ??????? ?????????? ??
×××
??
??
???
???
???????????儲倒
????
?????? ? ××
××
××　×××
×XX×××
×××
×××
×××
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　「中小企業簿記要領」は，仕訳及び元帳転記を行わないで複式簿記の帳簿
組織をそのまま利用して貸借対照表と損益計算書を作成しようとするもので
ある。黒沢教授が「所得税法では『正規の簿記の原則』といい法人税法では
『複式簿記の原則』と称しても実質的にはあまり差がないというよりはほと
んど同じである。」といわれるのはこのためであろう。
　複式簿記の原理を理解している者にとっては，中小企業簿記要領の仕組み
は容易に理解できる。しかし貸借対照表と損益計算書における利益の一致を
確保するには，複式簿記を利用する方が容易で確実である。これは中小企業
の記帳者が複式簿記の知識がなくても容易に記帳できるように考案されたの
であるが，現金出納帳その他の多数の帳簿への記入はこの「要領」の説明に
従ってできるとしても，貸借平均の理による複式簿記の自己検証能力に依存
せずに貸借対照表と損益計算書を作成し両者の利益を一致せしめることが容
易であろうか。
　複式簿記の原理は独学でも理解できる。取引内容の単純な中小零細企業に
応用することは容易である。しかもわが国では高等学校商業科や各種学校に
おいて複式簿記の教育は普及している。複式簿記より利用し難い中小企業簿
記要領を考案しその啓蒙普及に努力する必要はなかったと思われる。
　企業会計原則の正規の簿記の原則は，その文言を素直に読めば，正確な会
計帳簿の作成を要求する原則である。しかしその中に「正規の簿記の原則に
従って」という文言があるために，それはドイツ商法や会社法の正規の簿記
の諸原則を意味するのか，複式簿記のみを指すのか，そうでなければ，複式
簿記以外の正規の簿記とはいかなる簿記か，それは中小企業簿記要領である
のかというような多くの疑問が生じる。
　企業は会計処理及び報告において，すべての取引を漏らすことなく会計帳
簿に記帳し計算し，それに基づいて財務諸表を作成しなければならない。こ
の場合の記録計算は複式簿記を用いなければ，実際上不可能である。従って
会計原則はそのことを表現する必要がある。正規の簿記の原則は次のように
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修正されるべきであると考える。
　「すべての取引について，複式簿記によって正確な会計帳簿を作成しなけ
ればならない。」
　「正確な会計帳簿に基づいて，財務諸表を作成し，企業の損益並びに，資
産，負債及び資本の状態を，企業の利害関係者が正しく判断できるように，
明瞭に表示しなければならない。」
　真実性の原則は「財政状態及び経営成績に関して…」と述べ，損益計算書
原則1は「損益計算書は，企業の経営成績を明らかにするため…」と規定し
貸借対照表原則1は「貸借対照表は，企業の財政状態を明らかにするため…」
と規定して，経営成績と財政状態という用語を用いている。
　損益計算書が提供する情報は会計数値による情報であって，企業の経営成
績の最重要な部分ではあるがそのすべてではない。経営成績とは損益より広
い概念である。「企業会計が財務諸表によって企業の経営成績を報告する」と
いうのは，正確な表現ではないから，「財務諸表によって，企業の損益を明瞭
に表示する」と表現すべきであると考える。
　サンダース，ハットフィールド，ムーアの会計原則は，一般原則Aの中に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）the　financial　condition　or　status　of　the　businessと述べている。山本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）教授他の訳書では「企業の財政状態あるいは財政上の地位」と訳してある。
「財政状態」という言葉は，「financial　condition」あるいは「finacial　po一一
sition」の訳であろう。ウエルシュとアンソニイは「貸借対照表の目的は特
定の時点における企業のブイナンシャルポジションを報告することである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）ブイナンシャルポジションは，特定日における企業の資産と負債の額を示す。」
（3）　Thomas　Henry　Sanders，　Henry　Rand　Hatfield，　Underhill　Moore，　A　State．
　　ments　of　Accounting　Principles，　p．113．
（4）山口　繁，勝山　進，小関　勇『SHM会計原則』107ページ。
（5）　Glenn　A．　Welsch，　Rebert　N．　Anthony，　Fundamental　of　Financial　Account－
　　ing，　p．　370
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と述べている。またウイクソンとコックスは「貸借対照表は特定日における
企業実体の資産と持分を報告する財務表である。それはしばしばステイトメ
。トオナ。イナ。シ。ルポジシ。ンと呼ばれる．笠述べている。
　黒沢教授は貸借対照表原則1の解説において「企業の財政状態を構成する
　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）要素は，資産，負債および資本である。jと述べておられる。貸借対照表が，
企業の財政状態を表示するという表現は，わが国では定着してお』り，またフ
ィナンシャルポジションの訳語としては，財政状態ではなく財務状態という
用語を用いても，貸借対照表が表示する状態を適確に表現するとは思えない。
しかし原語を離れて考えれば，貸借対照表が表示する企業の資産，負債及び
資本の状態を，財政状態と表現することは果して適切であろうか。財政状態
という日本語から，貸借対照表が表示する状態を想像できるであろうか。正
確を期すためには，直戴に「企業の資産，負債及び資本の状態」と表現する
方が適切であると考える。
　商工省財務管理委員会の財務諸表準則以外に兇るべき統一的基準のなかっ
た終戦後に短時日に企業会計の処理と報告の全般にわたる体系的基準を作成
した経済安定本部企業会計制度対策調査会の業績は高く評価されねばならな
い。そして企業会計原則が，企業会計の実務の改善統一と会計学の学校教育
に果した役割も高く評価されなければならない。
　戦後証券取引法に基づいて公認会計士による強制監査が行われるようにな
った。この法定監査を実施するために，財務諸表規則や監査基準が制定され
たが，これらの根拠となったのは企業会計原則である。企業会計原則の昭和
24年の前文の中には「企業会計原則は……泌ずしも法令によって強制されな
いでも，すべての企業がその会計を処理するに当って従わなければならない
基準である。」と記してある。しかし企業会計原則は，法令による強制と全く
（6）　Rufus　Wixson，　Robert　G．　Cox，　Principles　of　Accounting，　p，　190
（7）黒沢　清『新企業会計原則訳解』224～225ページ。
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無縁のものではない。証券取引法に基づく強制監査が実施されていなければ，
企業会計原則が実務に浸透したかは疑わしい。企業会計原則は昭和24年に設
定されて以来今日まで30年以上にわたって尊重されてきた。それは企業会計
の実務と商法，税法や特定の産業における企業に対する会計原則に大きな影
響を与えてきた。
　企業会計原則は制定以来既に30年以上経過した。会計処理の諸原則や財務
諸表の形式について啓蒙的な役割を果す上では大きな効果を挙げた。つまり
企業会計原則の諸条項を検討する場合，一つ一つの条項は設定以来30年以ト
を経過した現在の環境において究明されねばならない。企業会計原則を批判
的に研究することは企業会計原則の設定やその後の修正に参加された先人の
業績を正当に評価した上でなされねばならないことはいうまでもない。
　本稿で取り上げた正規の簿言己の原則は極めて不明確なものである。現在の
文言のままで今後も企業会計原則の中に残されるべきものなのか極めて疑わ
しい。しかしこの正規の簿記の原則の制定に参加した人にとっては苦心の作
であったのであろう。白紙の上に苦心の末に書きあげられた正規の簿記の原
則を，出来上った後から読んで疑問を提起したり批判することは容易である。
　黒沢教授は「30年後の今日の目で，その当時のことを彼是いってもらいた
くない。すんだあとからならば，何とでもいえる。後忙忙というものは一見
賢そうにみえるけれども，歴史の現場の荒波をくぐったものでないと，ほん
　　　　　　　　　　　　　　（8）とのことはわからないものだ。」といわれる。企業会計原則の制定に参加し
た者でなければ，ほんとのことはわからないものだ。ほんとのことのわから
ない者は，彼是いうな。ということであれば，企業会計原則は，欽定憲法と
いうことになる。
（8）黒沢　清「史料：日本の会計制憲13）」『企業会』計』32巻1号，76ページ。
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